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１．問題の背景 

1-1  日本型インクルーシブ教育システムにおける交流及び

共同学習の位置づけ 

障害者権利条約（2006）では、インクルーシブ教育シス

テムの理念が示されている。第 24条では、締約国に対し、

教育についての障害者の権利を差別なしに、かつ、機会の

均等を基礎として実現するため、インクルーシブ教育シス

テムを確保することとしている。インクルーシブ教育シス

テムは、人間の多様性等を強化すること、障害者がその人

格や才能等を可能な最大限度まで発達させること、障害者

が自由な社会に参加することを可能とすることを目的と

し、障害者が障害に基づいて一般的な教育制度から排除さ

れないこと、障害者が自己の生活する地域社会において初

等中等教育を享受できること、個人に必要とされる合理的

配慮が提供されること等が必要とされている。日本におい

ても共生社会の形成に向けてインクルーシブ教育システム

の構築が重要であるとの認識から、日本型のインクルーシ

ブ教育システムの在り方が模索され続けている。 

共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構

築のための特別支援教育の推進（報告）（中教審初等中等

教育分科会、2012）では、「共生社会の形成に向けて、障

害者の権利に関する条約に基づくインクルーシブ教育シス

テムの理念が重要であり、その構築のため、特別支援教育

を着実に進めていく必要がある」との考えが示されてい

る。そして、「インクルーシブ教育システム構築のために

は、特に、小・中学校における教育内容・方法を改善して

いく必要があり、教育内容の改善の１つとして、障害者理

解を進めるための交流及び共同学習の充実を図っていくこ

とを検討する必要がある」としている。さらに、「交流及

び共同学習は、特別支援学校や特別支援学級に在籍する障

害のある児童生徒等にとっても、障害のない児童生徒等に

とっても、共生社会の形成に向けて、経験を広め、社会性

を養い、豊かな人間性を育てる上で、大きな意義を有する

とともに、多様性を尊重する心を育むことができる」や

「特別支援学校における、居住地校との交流及び共同学習

は、障害のある児童生徒が、居住地の小・中学校等の児童

生徒等とともに学習し交流することで地域とのつながりを

持つことができる」といった交流及び共同学習に対する期

待が示されている。 

1-2  交流及び共同学習の定義と意義 

交流及び共同学習とは、「幼稚園、小学校、中学校、義

務教育学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校等

が行う、障害のある子供と障害のない子供、あるいは地域

の障害のある人とが触れ合い、共に活動する」ものであ

り、「相互の触れ合いを通じて豊かな人間性を育むことを

目的とする交流の側面と、教科等のねらいの達成を目的と

する共同学習の側面があり、この二つの側面を分かちがた

いものとして捉え、推進していく必要がある」（文部科学

省、2019）とされている。 

交流及び共同学習の実践の結果として、取り組まれ方の

違いこそあれ、「障害のある児童は障害の無い児童をモデ

ルとし、『自分も同じようにやるにはどうすればよいか』

と比較して取り組んでおり、集団の中から学ぶ姿が見られ

た」（陸川、2015）や、「共に学ぶことで、普段の学校生

活でもあらゆる場面で児童同士のかかわりが生まれた」

（川崎・岡本、2016）、「『どうせできない』という口癖

が減り、特別支援学級での練習も前向きに取り組んでき

た」（中村・金子、2016）、「障害のない生徒が障害のあ

る生徒に触発された表現に到達する」（木村、2022）とい

った姿が報告されている。このように、障害のある子供に

とっては障害のない子供の存在が、障害のない子供にとっ

ては障害のある子供の存在が、学びをより豊かにしたり、

その授業以外の場面においても良い影響を与えたりしてい

る。また、共に学ぶ機会によって、障害のある子供と障害

のない子供の関わりが促されている様子も見られる。実際

に交流及び共同学習を経験した子供の姿からも交流及び共

同学習の意義が窺える。 

1-3  交流及び共同学習の課題 

これまで共生社会の形成に向けた様々な取り組みを行っ

てきた日本に対し、障害者権利委員会（2022）は、「医療

に基づく評価を通じて、障害のある児童への分離された特

別教育が永続していること」や「障害のある児童、特に知

的障害、精神障害、又はより多くの支援を必要とする児童

を、通常環境での教育を利用しにくくしていること」等を

懸念し、分離特別教育を終わらせることを目的とした措置

を取るよう勧告した。具体的には「障害のある児童が障害

者を包容する教育（インクルーシブ教育）を受ける権利が

あることを認識すること」や「全ての障害のある児童に対

して通常の学校を利用する機会を確保すること」、「全て

の障害のある児童に対して、個別の教育要件を満たし、障



 

害者を包容する教育（インクルーシブ教育）を確保するた

めに合理的配慮を保障すること」等である。この勧告に対

して、通常の学級に在籍する障害のある児童生徒への支援

の在り方に関する検討会議（2023）では「よりインクルー

シブな取組を求める勧告がなされた」と認識している。さ

らに、障害のある児童生徒と障害のない児童生徒が可能な

限り共に学ぶ環境の整備について、特別支援学校において

は必ずしも共に学ぶ機会が十分でない状況が見られると指

摘している。同報告では、「障害のある児童生徒と障害の

ない児童生徒が交流及び共同学習を発展的に進め、一緒に

教育を受ける状況と、柔軟な教育課程及び指導体制の実

現」を目指すことが必要との考えを示している。今後、交

流及び共同学習をより一層発展させていくことが求められ

ているといえる。 

しかし、川合・野崎（2014）は、「交流教育に関しては

多くの研究がなされ、指導の在り方が様々検討されてきて

いる」が、「共同学習においては、その重要性が指摘され

ながらも研究の蓄積が少ない」と指摘している。また、心

のバリアフリー推進会議（2018）では、「現在各学校で行

われている交流及び共同学習においては、教育課程の連続

性や学校生活との関連性に欠け、単発の交流機会にとどま

ってしまっている場合や、障害について形式的に理解させ

る程度にとどまっている場合も多く見られる」、「交流及

び共同学習を継続して取り組んでいくためには、各学校

が、交流及び共同学習によって児童生徒等のどのような資

質・能力を育成するのかを明確にした上で、年間を通じて

計画的に取組を進めていくことが重要であり、教育課程を

編成する際に、各教科等において効果的に交流及び共同学

習の機会を設ける必要がある」と指摘している。交流及び

共同学習においても資質・能力の育成が目指されている点

を踏まえると、交流及び共同学習をより一層発展させてい

くためには、教科において交流及び共同学習の実践を蓄積

していくことが必要だといえる。そこで、次からは教科に

おける交流及び共同学習に関連する先行研究等を概観す

る。 

1-4  教科における交流及び共同学習の現状 

現行の学習指導要領では、子供たちの学びの連続性を確

保する観点から、特別支援学校の教育課程と小・中学校等

の教育課程の連続性が重視された（文部科学省、2017a）。

さらに、学習指導要領実施にあたり、『障害のある子供の

教育支援の手引』（文部科学省初等中等教育局特別支援教

育課、2021）では、障害のある子供の教育に求められるこ

ととして、「全ての学びの場において、障害のある子供と

障害のない子供が共に学ぶ取組を、年間を通じて計画的に

実施することが必要である。小中学校等内において、特別

支援学級と通常の学級との間の日常的な交流及び共同学習

を推進することはもちろんのこと、特別支援学校と小中学

校等との間の交流及び共同学習を積極的に推進することが

必要である」と示されている。このように実践する際に参

考となる同手引きにおいても、学習指導要領で示された教

育課程の連続性の重視といった考えを踏まえ、全ての学び

の場において障害のある子供と障害のない子供が共に学ぶ

取組を推進することをより具体的に示している。 

しかしながら、川合・野崎（前同）や心のバリアフリー

推進会議（前同）がいうように教科における交流及び共同

学習の実践が十分に蓄積されてこなかった。その要因を交

流及び共同学習に関する先行研究から整理すると、以下の

３つに整理することができた。 

１つ目は、発達段階や授業進度、学習内容等の様々な違

いに対応することの難しさである。これに関して、巌・緒

方（2003）は「学年が上がり発達段階の差異が広まるにつ

れ、交流学習が成立する教科が減少」する傾向があると指

摘している。他にも、「授業を展開する上で学習指導要領

によって各教科の進度が決められている小学校にとっては

授業の遅れは許されない、また養護学校にとっては肢体不

自由児に小学校の授業の進度に合わせて学習させるなどの

負担をかけないように授業内容及びその進度を調整してい

くことは大きな課題である」（河相・青木、2014）や「知

的な発達に大きく影響されやすいため，学年が上がるにつ

れ学習内容が難しくなっていく教科交流は，継続的に共同

学習を進めていくことは難しい」（宮野・細谷、2021）と

いった指摘がされている。 

２つ目は、実践を行おうとした際、参考にできる先行研

究が少なく、授業のイメージがもちにくい状況があること

である。例えば、楠見（2016）は日本における障害のある

子供と障害のない子供の交流教育に関するレビューを行

い、「具体的な交流方法の提案を行っている研究は寡少で

あり、現状は多くの実践が教師の手探りで計画されてい

る」と指摘している。 

３つ目は、情報共有、計画の困難さである。居住地校交

流の課題として、楠見（前同）は、古屋・重森（2004）、

堀江・勝二（2004）、川西ら（2004）、南・山﨑（2005）、

田村（1998）を踏まえて、情報共有、計画の困難さ等を指

摘している。このことには、学校間の物理的な距離も関わ

っていることが窺える。 

これらのことから、障害のある子供と障害のない子供の

教科学習に関連する様々な違い（実態、教育課程、学習内

容、学習進度、評価規準、評価方法等）をどのように包摂

して教科における交流及び共同学習を計画・実践していく

かのイメージがもてない上に、教員間で情報共有や相談す

ることも難しく、計画段階で実施に踏み出しにくい状況に

なっていると考えられる。 

教科における交流及び共同学習については、音楽（小

枝、2020）（大久保、2020）、国語（木村、前同）、図工

（木村、前同）等の実践が報告されている。一方で、体育

における交流及び共同学習の先行研究は、ほとんど確認で

きなかった。 

1-5  体育における交流及び共同学習の意義 

障害のある子供と障害のない子供が共に行う体育の学習

に関しては、インクルーシブ体育という用語で研究が行わ



 

れている。岩岡（2007）は、インクルーシブな学校、地域

社会の実現に向けて身体や体育・身体活動から始めること

の意義と意味を３つ挙げている。①身体の差異は直接的

で、その多くは解消できない差異であるため、“ひとはみ

な違う”という厳然たる事実に気付かざるを得ない。“人

はみな違う”ということを出発点として、それぞれの身体

がもっている差異の意味を考えたり、活動の特性を改めて

吟味したり、自分の関わり方を工夫するといった貴重な体

験へと進んでいく。②体育や身体活動は、参加した全員が

その活動を全く同じようにできなくても楽しむことができ

るし、達成レベルが異なっていてもそれぞれに同質の喜び

に到達することができる。③人の身体はお互いに反応し合

う潜在的な可能性を秘めており、それゆえ身体活動や身体

表現を介して、身体で他者に共感し、理解することが可能

になると考えられる。このことはインクルーシブ体育の意

義と捉えられるが、澤江ら（2017）が「これまでの研究の

中で、インクルーシブ体育の定義は必ずしも一定している

わけではない」と述べているように、インクルーシブ体育

は、例えば「障害のある子と障害のない子が同じ集団の中

で行う体育」（草野、2007）と説明されていたり、「サラ

マンカ声明以降、インクルーシブ教育システム構築に向け

た世界的な流れの中、実践されてきた体育、保健体育の授

業」（藤田・齊藤、2017）と説明されていたりする。 

このことに関わって、ユネスコは良質の体育のためのガ

イドライン（UNESCO、2015）を策定している。開発と平和に

貢献するという体育とスポーツの幅広い価値が、政府や開

発関係者にもますます認識されるようになってきている一

方で、体育の実施は世界的に減少し、運動不足が世界の死

亡率に関係していること等を受けて、2010 年にユネスコの

体育・スポーツ政府間委員会は、この分野における政府の

力量（capacity）を強化するツールを求めた。こうしたこ

とを背景に、同ガイドラインが策定された。「Quality 

Physical Education（以下、QPE）とは、幼児教育、初等教

育、中等教育のカリキュラムの一部を構成する、計画的、

革新的、包括的な学習経験である。この点で、QPEは、生涯

にわたって身体活動とスポーツに取り組むための基盤とし

て機能する」とされている。そして、障害のある子供と障

害のない子供が共に体育の学習を行うことの意義に関わっ

て、具体的に以下が述べられている。「子供がスポーツや

体育への参加に対する身体的および心理的障壁を乗り越え

る姿は感動を与え、敬意を促進する強力な機会となるこ

と」、「スポーツや体育へのアクセスは障害のある子供た

ちにとって地域社会における子供たちの地位を高めるのに

も役立つこと」、「学校で提供されているあらゆる活動に

参加することは、障害のある子供たちにとって、インクル

ージョンを妨げる誤解を正す重要な機会となること」、

「学校制度や体育の授業への参加は、子供の生涯にわたる

参加の機会を決定し、促進し、支持するという点で、親の

態度に大きな影響を与える可能性があること」である。日

本の体育の目標は「生涯にわたって心身の健康を保持増進

し豊かなスポーツライフを実現するための資質・能力の育

成」と示されており、生涯にわたって身体活動とスポーツ

に取り組む基盤となるという点で、QPEは日本の体育の目標

達成に繋がるものと考えられる。 

そこで、現行の学習指導要領解説体育・保健体育編（文

部科学省、2017b・2017c・2018）を見ると、小学校、中学

校、高等学校のいずれの解説にも「様々な人々と協働し自

らの生き方を育んでいくことの重要性などが指摘されてい

る中で、体力や技能の程度、年齢や性別、障害の有無等に

かかわらず、運動やスポーツの特性や魅力を実感したり、

運動やスポーツが多様な人々を結び付けたり豊かな人生を

送ったりする上で重要であることを認識したりすることが

求められる」と示されている。障害のある子供と障害のな

い子供が共に体育で学ぶことは、様々な人々との協働や、

運動やスポーツを通した多様な人との結び付きを体験的に

学ぶことに繋がる。 

このように、インクルーシブ体育や QPE からも指摘され

ている体育において障害のある子供と障害のない子供が共

に学ぶことの意義を踏まえると、体育における交流及び共

同学習の実践は、日本型インクルーシブ教育システムの実

現において示唆に富む。したがって、形式（交流及び共同

学習か、同一クラス内での授業か等）は問わず、障害のあ

る子供と障害のない子供が共に学んでいる体育に関するも

のを広く検討していく必要があろう。 

1-6  授業の計画段階の教員間連携 

体育に限ったものではないが、国立特別支援教育総合研

究所（2021）は交流及び共同学習に関する施策や研究、実

践の概観を行っている。この報告の中で、「通常の学級の

教員と特別支援教育を専門とする教員との協働の具体に関

する検討も加味しながら、今後研究を蓄積していく必要が

ある」ことや「小・中学校においては、学校によって、特

別支援学校との間の交流及び共同学習の取組や意識につい

て、温度差があること」が指摘されており、教員間の協働

や共通理解をどのように行っていくかを検討する必要が窺

える。 

体育の実践に目を向けると、西（2007）は、インクルー

シブ体育における教師の意識変容のプロセスを、①不安や

戸惑いを覚える段階、②「ズレ」や「まさつ」を感じる段

階、③創造的挑戦に意欲的になる段階、④共感、共振を経

験する段階、⑤「共に生きる」を自然に実感する段階とい

う５つの段階に分けて説明している。その最初の段階であ

る不安や戸惑いを覚える段階では、「クラスに障害のある

子どもを迎え入れ、これからインクルーシブ体育をはじめ

ようとする教師の多くは、“障害”に関する知識が乏しい

ことや、“障害児”に対する教育経験がない、もしくは少

ないことに大きな不安を抱」くとしている。 

通常級の教員と特別支援を専門とする教員の協働や共通

理解は、この戸惑いや不安を解消することに繋がる。加え

て、教科学習をわざわざ交流及び共同学習で行う以上、共

同で学習する意義を見出せる授業にしていく必要があるだ



 

ろう。そのためにも、授業の計画段階から、子供たちの差

異をどのように包摂していくかについて、通常級の教員と

特別支援（特別支援学級・特別支援学校）の教員が話し合

い、連携して授業づくりを進めることが重要となってく

る。 

そこで、これまで報告されている実践では教員間でどの

ような連携のもとで授業づくりがされているのかという視

点で、体育の交流及び共同学習とインクルーシブ体育の実

践報告を概観した。国立特別支援教育総合研究所（2024）

のインクルーシブ教育システム構築支援データベースの交

流及び共同学習「実践事例集」に掲載されている事例「⑩

連続性のある学びの場を意識して準備に取り組んだ事例〇

特別支援学校（知的障害）の生徒が居住地の中学校で体育

の授業に取り組んだ交流及び共同学習」では、中学校の教

員に対する研修会を通して特別支援学校の見学、障害の理

解を図ることができたという取組が報告されていた。工藤

（2020）では、授業の構想段階における支援級の教員との

やりとりをきっかけに、これまでの実践の反省点に気付い

たと報告されていた。しかし、多くの報告では、授業の計

画段階における教員間の連携や、体育としての目標、評価

規準・評価方法について明確に記載されていなかった。も

ちろん、教員同士が連携して、それらを十分検討し、設定

していた可能性もあるが、その方法についての知見が蓄え

にくくなっている。体育としての目標や評価規準・評価方

法の設定は、授業の目的や子供の実態、学習内容等と切り

離して考えることはできないため、授業の計画段階でどの

ような情報をやりとりし、どのように授業づくりを進める

と良いのかを総合的に考える必要がある。 

以上のことから、体育における交流及び共同学習の計画

段階の教員間での情報共有についての具体的な手がかりを

示すことができれば、体育における交流及び共同学習での

教員間連携に寄与できると考えた。 

 

２．研究の目的 

以上のことを踏まえ、本研究では体育における交流及び

共同学習の計画段階において教員間でやりとりする情報や

情報を持ち寄って確認し合う必要があることについて検討

することを目的とする。 

 

３．研究の方法 

研究の方法は、教員12名に対する半構造化面接とした。 

3-1  研究協力者 

通常級と特別支援学級または特別支援学校のそれぞれの

現場で子どもがどのように学んでいるか、どのように授業

をつくっていくかを知っていることで、それぞれの共通点

や違いに気付くことができ、それは交流及び共同学習の授

業づくりについて考える際の手がかりになるのではないか

と考えた。また、交流及び共同学習の実践に向けた相手の

教員との事前打ち合わせの経験や実際に共に学んでいる子

供の姿を知っていることからも手がかりを得られるのでは

ないかと考えた。以上のことから、通常級での体育の授業

づくりと、特別支援（特別支援学級または特別支援学校）

での体育の授業づくりの両方の経験を有し、かつ、交流及

び共同学習（教科問わず）の実践経験を有する教員１２名

を対象とした。交流及び共同学習の実践経験を教科問わず

とした理由は、体育に限定してしまうと該当する方が極端

に少なくなってしまうと予想したからである。研究協力者

は複数の地域から集まった。 

3-2  データの収集・分析 

2023 年 10 月から 11 月にかけて、事前アンケートとオン

ライン会議システム zoom による半構造化面接を実施した。

事前アンケートの回答内容に対して、インタビューにより

詳細に聞き取りを行うという流れで行った。各インタビュ

ー時間は 40分程度であった。質問内容は、①これまでの勤

務経験、②通常級での体育の授業づくりと特別支援での体

育の授業づくりで共通するところ、③通常級での体育の授

業づくりと特別支援での体育の授業づくりで違うところ、

④これまでに実践した交流及び共同学習の内容、⑤これま

でに交流及び共同学習を実践した際、教員間で事前にやり

とりした情報、持ち寄った情報をどう使ったか、⑥体育に

おける交流及び共同学習を行うことを想定した場合に、授

業の計画段階における教員間での事前打ち合わせで、出し

合うと良い情報とその使い方、そのように考えた理由とし

た。質問⑥の前には、「体育における交流及び共同学習」

の定義（通常級の子どもと特別支援学級または特別支援学

校の子どもが単元を通して共に学ぶ、それぞれにとって教

科の学びがある、共通のねらいを設定しお互いの存在がお

互いの学習に有意義な存在となるような共同で学習する意

義がある、この３つを目指した授業）について説明をし、

授業に関する共通理解を図った。収集したデータについて

は、内容のまとまりごとに区切って表にまとめ、分類し、

関連を見出していった。 

 

４．結果と考察 

4-1研究協力者の勤務経験 

研究協力者の勤務経験は表１に示した。校種、障害種

別、経験年数等さまざまであった。 

4-2  授業の計画段階において教員間でやりとりする情報の

枠組み 

交流及び共同学習の実践において実際にやり取りされて

いる情報や回答者がやりとりする必要があると捉えている

情報の具体的な内容を結果として得られた。それらは多岐

に渡り、実態や実施する領域等によって情報の必要性も変

わってくるため一般化することは難しい。しかし、インタ

ビューで語られた内容を整理していくと、やりとりする情

報の枠組みが見えてきた。 

１）回答内容の分類 

インタビューで語られた内容を整理すると、以下の８つ

に分けることができた。これが授業の計画段階において教

員間でやりとりする情報の枠組みになると考えた。 



 

 

教員間でやりとりする情報の枠組み 

 

授業の目的の設定に関すること 

目標の設定に関すること 

学習内容の設定に関すること 

学習活動の設定に関すること 

評価規準・評価方法の設定に関すること 

実態把握に関すること 

環境の把握に関すること 

教員が身に付けている専門知識に関すること 

 

＜授業の目的の設定に関すること＞の具体的な内容は、

「通常級でも特別支援でも、各運動の面白さを味わわせる

ために授業を進めることは同じ」や「特別支援では、健康

維持や運動習慣を身に付けるという意味合いが強くな

る」、「交流及び共同学習に参加する目的」等である。＜

目標の設定に関すること＞の具体的な内容は、「実態に応

じて設定する」や「通常級では学習指導要領に記載されて

いることが到達させなければいけないラインになる」、

「特別支援では一人ひとりに合わせた目標設定をする」等

である。＜学習内容の設定に関すること＞の具体的な内容

は、「何を学ばせたいかは学習指導要領から選んで設定す

る」や「学習内容はその子たちのできることを元に設定す

る」等である。＜活動内容の設定に関すること＞の具体的

内容は、「運動時間の確保をする」や「通常級は来た班ご

とに準備運動をスタートできる等の授業の流れが違う」等

である。＜評価規準・評価方法の設定に関すること＞の具

体的な内容は、「通常級では、AとCの具体的なイメージか

ら評価規準を決めていく」や「特別支援では、観察を中心

としたり、表現の仕方を変えてあげたり（〇×で答える、

絵を指差すなど）する」、「特別支援では、評定は保護者

と相談して数字で出すことともあるし、所見で出すことも

ある」等である。＜実態把握に関すること＞の具体的な内

容は、「通常級では、学年の発達段階である程度掴む」や

「特別支援では、日常生活の指導（ラジオ体操）の中での

動きからも実態を掴む」等である。＜環境の把握に関する

こと＞の具体的な内容は、「特別支援は複数教員との連携

がある」や「介助員等は参加するか」である。＜教員が身

に付けている専門知識に関すること＞の具体的な内容は、

「実態と学習指導要領を照らし合わせながら学習指導要領

をどう解釈し、どう授業を組み立てるかといった考え方は

同じ」や「運動の原理原則、メカニズムは同じ」等であ

る。 

インタビュー全体を通して＜授業の目的の設定に関する

こと＞に言及した方は８名、＜目標の設定に関すること

＞、＜学習内容の設定に関すること＞、＜活動内容の設定

に関すること＞、＜評価規準・評価方法の設定に関するこ

と＞に言及した方は１２名、＜実態把握に関すること＞に

言及した方は１２名、＜環境の把握に関すること＞に言及

した方は２名、＜教員が身に付けている専門知識に関する

こと＞に言及した方は８名であった。＜環境の把握に関す

ること＞に言及した方が少なかった。 

２）各項目の関連 

「授業の目的に繋がる目標にする」や「大人がどこまで

関わるかを決めるためにも目的の明確化が必要」等の回答

から、＜目標の設定に関すること＞や＜学習内容の設定に

関すること＞、＜学習活動の設定に関すること＞、＜評価

 通常級 特別支援 

A 公立中学校、8年 公立中学校特別支援学級(知的)、3年 

B 公立小学校、7年 公立小学校特別支援学級（自閉情緒6年、知的1年）、計7年 

C 公立中学校、12年 公立中学校特別支援学級（自閉情緒）、3年 

D 
公立中学校、6年 公立特別支援学校中学部（知的）、1年 

公立中学校特別支援学級（知的4年、肢体不自由1年）、計5年 

E 
公立小学校、2年 

公立中学校、3年 

公立中学校特別支援学級（自閉情緒）、1年 

F 公立小学校、2年 公立小学校特別支援学級（自閉情緒5年、知的3年）、計8年 

G 
私立高校、1年 

公立高校、1年 

公立特別支援学校高等部（肢体不自由3年、知的4年）、計7年 

H 公立小学校、10年 公立小学校特別支援学級（自閉情緒）、1年 

I 
公立中学校、6年 

大学附属中学校、6年 

公立中学校特別支援学級（知的）、3年 ※体育授業のみ担当 

J 
公立高校、7年 

公立高校、3年 

公立特別支援学校高等部（知的）、5年 

K 
公立小学校、3年 公立小学校特別支援学級（知的7年、自閉情緒7年）、計14年 

公立特別支援学校小学部（知的）、2年 

L 公立小学校、12年 公立小学校特別支援学級（知的情緒併設）、4年 

 

表１．研究協力者の勤務経験 



 

規準・評価方法の設定に関すること＞は、＜授業の目的の

設定に関すること＞との繋がりを踏まえる必要があるとい

う関連が見られた。また、「実態に応じて目標設定する」

や「大人の数が多いため、習熟度や配慮事項に合わせたグ

ループ編成、課題設定が比較的容易」等の回答から、＜実

態把握に関すること＞と＜環境の把握に関すること＞は、

＜授業の目的の設定に関すること＞、＜目標の設定に関す

ること＞、＜学習内容の設定に関すること＞、＜学習活動

の設定に関すること＞、＜評価規準・評価方法の設定に関

すること＞の内容に影響していることが窺える。さらに

「実態と学習指導要領を照らし合わせながら、学習指導要

領を解釈して、授業を組み立てる」等、＜教員が身に付け

ている専門知識に関すること＞は、全ての項目に関わって

いると考えられる。なお、どの項目も関連し合っている

が、＜目標の設定に関すること＞、＜学習内容の設定に関

すること＞、＜学習活動の設定に関すること＞、＜評価規

準・評価方法の設定に関すること＞については特に深く関

連していて、厳密に分けることは難しい部分もあった。 

4-3  情報を持ち寄って確認し合う必要があること 

次に、具体的な回答内容やほとんど回答されなかった内

容から、情報を持ち寄って確認し合う必要があることを以

下の５つに整理した。なお、１）は＜教員が身に付けてい

る専門知識に関すること＞に関連する内容である。２）は

＜授業の目的の設定に関すること＞、３）は＜目標の設定

に関すること＞に関連する。４）、５）は教員間でやりと

りする情報の枠組み全体に関連する内容になっている。 

１）どのような考えを基に授業をつくろうとしているか 

質問②、③、⑥で語られていた授業づくりの考え方は

「学び合うにはコミュニケーションが必要」や「全員が未

経験のものにする等前提がなるべく揃うようにする」等、

人によって内容が異なっていた。どのような考えに基づい

て授業をつくるかが違っていれば、自ずと出来上がる授業

も変わってくるため、注目すべき違いである。このことに

関連して、質問⑥では「どういう授業にしていきたいか、

根本の部分から確認し合う必要がある」という意見もあっ

た。また、質問⑤において授業づくりに関する考え方につ

いての回答がなかったことやインタビューの様々な場面に

おいて「特別支援の方が通常級に合わせる」や「通常級の

授業にいれてもらう形になる」といった内容の発言をした

方が５名いたことから、実際の交流及び共同学習の実践で

はその点から話すことはできていない可能性も窺える。こ

れらのことから、共に授業を計画する際は、お互いがどの

ような考えを基に授業をつくろうとしているかから話す必

要があるといえる。 

２）どのような目的で授業を行うか 

質問⑥では、「授業の目的を理解し合う必要がある」

等、３名の方が授業の目的を共有することの重要性に言及

している。質問②、③、⑤の結果を見ると、授業の目的に

関しては「体を動かす楽しさを味わえるように」や「健康

のため」、「自立活動の『体のコントロール』」等、個人

によって考え方は様々であった。授業の目的は、目標や学

習内容、学習活動、評価規準・評価方法の設定を方向づけ

る。このことから、授業の目的についてお互いがどのよう

に考えているのかを確認し合う必要があると考えられる。 

３）どのような経緯でその目標が設定されたか 

質問⑥では、目標それ自体を共有することや検討の必要

性について言及した方はいたが、目標設定のプロセス（目

標設定の方法や設定する際に参考にすること）に関して触

れた方はいなかった。質問③では、「通常級では学年に応

じて目標を設定するが、特別支援では個人に焦点を当てて

目標を設定する」や「特別支援ではモチベーションや苦手

意識、身体的制約等も踏まえた目標を設定する」等、目標

設定のプロセスの違いについて９名の方が言及しており、

この点を確認しないとお互いの目標に対する認識のずれが

起こる可能性も考えられる。これらを確認することで、そ

れぞれの目標をより深く理解することができ、適切な指導

や支援、評価に繋げることができる。そのため、目標その

ものだけではなく、どのような理由で、どのように設定し

たのかということまでを確認し合う必要がある。 

４）どのような制限があるか 

「通常級は、学習指導要領の該当学年に記載されている

ことが基本的に到達させなければいけないラインになる」

や「特別支援では教え合わせる活動はできない場合が多

い」等、目標や活動内容等を設定する際に制限となること

があるという趣旨の回答が、通常級に関しては５名、特別

支援に関しては７名からあった。その内容は通常級と特別

支援で異なっている。共に授業を計画する際には、それぞ

れの立場でどのような制限があるかをお互いに知る必要が

あるだろう。また、それぞれに異なる制限があることが一

緒に授業を行うことを難しくする可能性がある。質問④の

結果では、地域や学校、担当者、子供の実態によって交流

及び共同学習の実施状況に大きな違いがあった。この違い

を教員が知る機会をもてると、その制限が変えられないも

のかどうかを問い直しながら授業づくりを進めていくこと

ができ、実施内容の選択肢を増やすことができると考えら

れる。 

５）特定の子供の実態をどこまで周りの子供に伝え、何を

求め、教員はどこまで支援するか 

「通常級の子が、特別支援の子に対して気をつけた方が

良いことや対処方法を知っていれば、トラブルを防げる

し、ある程度関われる」等、通常級の子供に特別支援の子

供との上手な関わり方やその子供の特徴、特別な対応の仕

方等を伝えることが安全や学び合い、特別支援の子の自立

等に必要という内容の回答が７名の方からあった。また、

「目標に照らし合わせて大人がどこまでどのように関わる

かという匙加減は重要」等、目的・目標に応じた適切な関

わり方を大人がするためには、大人がどこまで支援するの

かを確認する必要があるという回答が２名からあった。特

定の子供の実態を周りの子供にどこまで伝え、何を求める

かということと教員がどこまで支援するかということは切



 

り離して考えることはできない。特定の子供の実態を他の

子供に伝えることに関して、「センシティブなところは気

をつける必要がある。どこまで伝えるかが難しい。親とす

り合わせておくことは大事。」等、その難しさについて２

名の方が指摘していた。保護者の思いも含めて、特定の子

供の実態をどこまで周りの子供に伝え、何を求め、教員は

どこまで支援するかを確認し合う必要がある。 

4-4  その他 

その他にも、交流及び共同学習を行う意義や難しさ、交

流及び共同学習の授業づくりについて感じること等様々な

意見が語られた。 

意義については、「子どもの反応が変わっていき、一人

の仲間として認められている様子が見られ、本人の行動も

改善した」等、先行研究から明らかになった交流及び共同

学習の意義と重なる意見が多かった。 

難しさについては、１１名の方が言及していた。具体的

な内容は、前述した教科における交流及び共同学習の実践

が十分に蓄積されてこなかった３つの要因と重なってい

た。「自分のやったことが何に貢献できたか認知できない

場合もある」等といった特別支援の子供にとっての難しさ

や「サポートするだけになってしまう」等といった通常級

の子供にとっての難しさ、「通常級は時数が足りない」等

といった通常級の学習の大変さ、「通常の方におじゃまし

ている感覚で、通常の方に合わせるだけになりがち」等と

いった通常級の方に合わせなければいけない現状、「特別

支援学級であることを知られたくない子供や保護者もい

る」等といった個人情報の問題、「配慮への理解不足」や

「障害に関する知識不足」、「教員集団の足並みがそろわ

ない」、「授業観や学力観も変えていかないといけない」

等といった教員側の問題、「大人が常についていけるわけ

ではない」といった支援体制の問題は、１つ目の要因とし

て挙げた様々な違いに対応することの難しさと重なる。ま

た、「『共に』というのはどこまで『共に』なのか」や

「一緒に授業をつくることのイメージができない」、「教

科における交流及び共同学習のイメージができない」等

は、２つ目の要因として挙げた授業のイメージがもちにく

い状況があることと重なる。「できたら理想的だと思う

が、負担が大きい」や「時間が無くて厳しい」は３つ目の

要因として挙げた情報共有、計画の困難さと重なる。 

交流及び共同学習の授業づくりについて感じることにつ

いては５名の方が言及していて、具体的には「校種や障害

種別によっても違ってくる」や「教員同士が対等な立場で

やり取りする、リスペクトのある関係を教員同士もてると

良い」等であった。 

総じていえることは、交流及び共同学習の授業づくりで

は、教員同士が持ち寄った情報を突き合わせ、具体的な子

供の姿を想定しながら、お互いの違いや難しさ等を語り合

い、共に授業をつくるという構えが教員には求められる。 

 

５．本研究の課題 

本研究の課題を３つ挙げる。１つ目は、調査対象者に関

する課題である。本研究では調査対象者の経験した校種や

特別支援学級もしくは特別支援学校の障害種別、経験年数

を考慮せずに調査・考察を行った。インタビューでは「校

種や障害種別によっても話す内容は違ってくる」という意

見もあったが、校種や障害種別、経験年数によって違いが

あるかどうかの検討はできていない。今後は、対象者の条

件をさらに細かく設定する必要があるかどうかの検討に加

え、必要に応じて条件を整理して調査・考察を行っていく

必要がある。 

２つ目は質問の仕方に関する課題である。質問⑥の回答

を整理する過程で、実際の打ち合わせでは事前に持ち寄る

内容と話し合いながら確認したり決めたりしていく内容の

２種類の情報が扱われていた。今回の質問の仕方では、そ

の回答が事前に持ち寄る内容なのか、話し合いながら確認

したり決めたりしていく内容なのかを判別することはでき

なかった。質問⑥は、この２つを分けて質問した方がより

実践に生かしやすいデータを得られたと考えられる。 

３つ目は、実践に生かすことに関する課題である。本研

究は教員間でやりとりする情報の枠組みと情報を持ち寄っ

て確認し合う必要があることを示すのみに留まっており、

それらを実践で活用して検証することはできていない。今

後、どのように使うのかといった活用方法を開発し、実践

に繋げていきたい。 
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